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１．はじめに（研究背景等）
我が国では、災害からの回避や事故の防止を目指す安全工学的な研究が広く進められ、工場・事業場等における化学物質に

よる事故発生の抑止と作業従事者の物理化学的な安全確保がなされてきた。しかしながら、環境への化学物質の流出・漏洩か
ら、一般市民の安全を確保する体系的な研究はなされていない。

例えば、環境省の報告では、東日本大震災の際に、蓄電器や変圧器などのPCB廃棄物が津波後には保管場所から消失したこ
とが指摘されている。また、車、船舶、石油備蓄基地からの重油流出に伴う一部の火災の発生が原因と考えられる環境中の
PAH濃度の増加や、被災地域の化学物質取扱事業所からの高濃度のフッ化水素や六価クロムの流出やトリクロロエチレンの漏
洩が報告されている。このように、東日本大震災では、火災・事故等に伴う有害物の流出、市民の健康へのリスク懸念が生じ
ており、有害化学物質への対応が適切に行われたとは言えない。

これらの要因の一つとして、工場・事業場等で保管されていた化学物質の情報が体系的に把握されておらず、事故時の対応
で主力となる自治体の機能が十分果たせなかったことが挙げられる。なお、災害・事故等への緊急対応には、自治体などのリ
スク管理対応能力の強化が必要であり、現在、我が国では、東日本大震災の経験や南海トラフ巨大地震等の懸念から地域の強
靭化計画の策定が進められているところである。しかし、計画の中での化学物質リスクに関する扱いはごく限定的である。

化学物質への対応として、現状では、各自治体でPRTR制度に基づいて届出のあった事業場の化学物質の排出量は把握されて
いるものの、実際に火災・事故等が発生した場合に市民の健康へのリスクポテンシャルとして考慮すべき取扱量を把握できて
いる自治体は、大阪府、愛知県、神奈川県などのいくつかに限られている。一方で、本研究に先立ってのヒアリング結果から、
環境部局以外の消防防災部局からも化学物質取扱量についての情報共有や連携について要望があることがわかった。

以上のことから、南海トラフ巨大地震等の大規模災害に対する国土防災の確立が緊急に求められる中で、化学物質等の流出
等への対応の体系的知見が未確立であること、また、施設劣化等に起因する流出事故が今後増大する可能性があることなどを
考慮すれば、災害・事故等に伴う化学物質リスクへの対応力強化（災害・事故等への「備え」、災害・事故後の環境の「監
視」と汚染物質の「除去」）を早急に確立することが必須である。
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２．研究開発目的
本戦略研究課題S-17は、４つのテーマ（テーマ１「災害・事故に対す

る化学物質リスク管理基盤の構築」、テーマ２「災害・事故における異
常検知と影響予測手法の開発」、テーマ３「速やかかつ網羅的な化学物
質把握のための分析手法の開発」及びテーマ４「災害・事故への対応力
強化に関する研究」）で構成されている。テーマ４では、テーマ１で集
約する情報基盤の一部を整備するとともに、テーマ２やテーマ３の研究
を進める上で基礎となるデータの提供を担う必要がある。

本テーマでは、いつ被災地となるかもしれない全国自治体の行政を支
援するため、PRTRデータ等の既存情報に基づき、日本全国における化学
物質の所在や潜在的排出可能性を事前及び迅速に提供できる情報基盤の
整備を行うとともに、自治体における環境部局と消防防災部局等との連
携体制の在り方の検討を行うこと、また、災害・事故発生後に自治体が
担うことが求められる、⾧期間にわたる環境中への残留化学物質のモニ
タリング手法及び除去技術を開発することを研究目的とする。
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３．研究目標
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本テーマ「災害・事故への対応力強化に関する研究」では、
既存のPRTR届出データ等を活用して、災害・事故時発生場
所での化学物質の存在量を予め把握するための手法の開発、
環境と消防防災の担当部局間での情報共有体制に関する検討、
及び、災害・事故発生後、⾧期間にわたり環境中に残留する
化学物質のモニタリング手法及び除去技術を開発する。その
ために３つのサブテーマを設定し、S-17-4(1)では災害・事
故への「備え」、S-17-4(2)では災害・事故発生後の環境の
「監視」、S-17-4(3)では環境への残留物質の「除去」・
「修復」を担う。
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３．研究目標

（1）サブテーマ１
S-17-4(1)：災害・事故時に活用可能な情報基盤の整備
サブテーマリーダー：地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所

環境研究部 参事 中村 智

災害・事故への対応において基礎となる化学物質の存在量を
PRTRデータ等の公表データに基づき推計する手法を開発すると
ともに、化学物質の所在や性状等に関する情報基盤データベース
を構築し、地理情報システム（GIS）による地図表示機能を整備
する。また、これらの情報基盤を災害発生直後に地域内外の環境
部局だけでなく消防防災部局などの各機関でどのように共有し協
力体制を構築するかについて検討する。
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３．研究目標

（2）サブテーマ２
S-17-4(2)：災害・事故発生時に環境中に残留する化学物質

への対策実施と継続監視のためのモニタリング
手法開発

サブテーマリーダー：国立研究開発法人国立環境研究所
環境リスク・健康領域 基盤計測センター
計測化学研究室 室長 橋本 俊次

災害発生後の残留物質の中⾧期的な監視や対策範囲の特定を効
率的・網羅的・低コストで面的な展開も可能とするサンプリン
グ・調査手法を開発する。また、現場では、火災や化学反応によ
る二次生成物による汚染が新たに発生する可能性も十分に考えら
れる。このような不純物や反応生成物など事故等から直接に想定
される以外の物質も捕捉可能な網羅分析法とデータ解析手法を開
発する。
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３．研究目標

（3）サブテーマ３
S-17-4(3)：残留化学物質の除去対策技術の開発
サブテーマリーダー：国立大学法人大阪大学 大学院工学研究科

准教授 井上 大介

災害・事故後に発生する残留化学物質についての既存の物理
的・化学的・生物学的な化学物質除去対策技術（浄化・修復技
術）を網羅的に検索した上で、適用可能な物質・汚染環境・規模、
コスト、エネルギー消費量、環境負荷等の多元的観点から体系的
に整理し、有望技術を選定したデータベースを構築する。また、
他のテーマ・サブテーマの成果を踏まえて、優先的に除去対策技
術を確立すべき化学物質を対象として、低コスト・低環境負荷型
の高効率残留化学物質除去対策技術（VCW システム）を用いた
処理方法について検討する。
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４．研究開発内容

本研究では、既存のPRTR届出データ等を活用して、災
害・事故時発生場所での化学物質の存在量を予め把握するた
めの手法の開発、環境と消防防災の担当部局間での情報共有
体制に関する検討、及び、災害・事故発生後、⾧期間にわた
り環境中に残留する化学物質のモニタリング手法及び除去技
術の開発を行う。そのために３つのサブテーマを設定し、サ
ブテーマ１では災害・事故への「備え」、サブテーマ２では
災害・事故発生後の環境の「監視」、サブテーマ３では環境
への残留物質の「除去」・「修復」を担う。
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４．研究開発内容

（1）サブテーマ１
①化学物質の存在量の推計
②存在量データのGIS化
③関係機関の連携構築に関する検討
④水相パッシブサンプラーを用いたモニタリング手法の確立

災害・事故時に活用可能な情報基盤の整備の検討フロー図

水相パッシブサンプラーの概要図
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４．研究開発内容
（2）サブテーマ２

①サンプリング・調査手法の開発
(a)小型セミアクティブサンプリング

②網羅分析手法の開発
(a)多次元ガスクロマトグラフィ/質量分析による網羅分析
(b)データ差異解析と未知物質の同定

開発した手法による災害・事故後の化学物質モニタリングのイメージ
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４．研究開発内容

（3）サブテーマ３
①残留化学物質の分類
②既存除去対策技術の体系化
③多機能型人工湿地（VCW）システムの開発

VCWシステムの基本構成と浄化メカニズムの概念図
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５．研究成果

本テーマでは、公表されているPRTR届出データ等を活用して、災害・事故時発生場所での化学
物質の存在量を予め把握するための手法の開発、環境と消防防災の担当部局間での情報共有体制
に関する検討、及び、災害・事故発生後、⾧期間にわたり環境中に残留する水環境中の化学物質
のモニタリング手法及び除去技術の開発を行った。

公表されているPRTR届出データである排出量・移動量と、13の自治体が独自に届出を課して
いる取扱量との比率を「排出率」と定義し、物質別、業種別及び従業員数区分別に排出率を算定
した。検証の結果、この排出率を用いれば、化学物質の取扱量の推計が±１桁オーダー程度の精
度で行えることが分った。さらに、環境省が実施したPRTRパイロット事業で得られた在庫量と
取扱量との比率を「在庫率」と定義し、推計取扱量から在庫率を用いて、在庫量を推計する手法
を確立した。この結果、公表されているPRTR届出データである排出量・移動量から、「排出
率」及び「在庫率」を用いることにより、存在量に近い概念値である化学物質の在庫量を推計す
ることが可能となった。

大規模災害時における自治体内の環境と消防防災の担当部局間での連携状況について、各自治
体の地域防災計画等から考察した。化学物質に係る災害時での環境部局の役割として、「環境モ
ニタリングを行う」との記載は多くの自治体計画でみられるが、「化学物質に関する情報共有」
について言及されている自治体計画はほとんどない。例えば、事業所からの取扱量の届出情報
（一部の自治体で公表しないことを前提で情報を収集）を災害時等に提供・共有するためには、
条例等での規定が必要というハードルがあると考えられた。なお、本研究で得られた手法で算出
した推計取扱量・推計在庫量を環境部局で算出し提供する方法は有用になると考えられる。

（1）成果の概要-1
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５．研究成果

災害時あるいは災害後に環境水中に残留する化学物質を中⾧期的に効率的・低コストでモニタリングする手法
として、APSによる試料のサンプリング手法を検討した。サンプラーを構成する樹脂及び吸着剤の組み合わせ
を変えることにより、疎水性から親水性を有する幅広い化学物質のサンプリングに適用できることが判明した。
また、サンプラーへの捕捉化学物質量を濃度に変換するための校正試験手法について、簡易法を構築した。簡易
法では（3日間）、従来法（約1ヶ月間）と比べ短期間で校正試験を終えることができることが判明した。

同様に、環境大気中に残留する化学物質を中⾧期的に効率的・低コストでモニタリングする手法として、セミ
アクティブサンプラー（SAAS）による試料のサンプリング手法を検討した。柴田科学製のDAS-100型サンプ
ラーを改良したDAS-300Aを開発し、吸着材として市販品（ゲステル社Twister（ポリジメチルシロキサン））
を採用し、国内３地点の実大気中のPOPsの試料採取をハイボリウムエアサンプラー（HV）と並行して行った。
その結果、１週間程度の捕集期間で、SAASでもHVと同様に地域差が観測でき、周辺大気に含まれる化学物質
の調査には有効と考えられた。

災害時の火災や化学反応により生じる想定外の二次生成物や不純物による新たな汚染も捕捉可能な網羅分析法
として、サンプリング後のチューブをクリーンアップせずに加熱脱着装置にセットし、そのまま多次元ガスクロ
マトグラフィ/高分解能飛行時間型質量分析（GCxGC/HRToFMS）装置に導入する手法を検討した。本法を実
際の火災現場の大気試料分析に適用したところ、定性及び半定量分析手法としての有用性が確認された。

災害後に環境中に残留する化学物質について、物性に基づき分類した５つのグループ（①無機物、②有機物－
低揮発性－親水性、③有機物－低揮発性－親油性、④有機物－揮発性－親水性、⑤有機物－揮発性－親油性）ご
とに既存の物理的・化学的・生物学的な浄化技術を体系的に整理し、データベース化を行った。

また、多様な物性の残留化学物質に対応し得る除去対策技術として、VCWシステムに着目し検討を行った。
処理に用いる植物種、基材、運転方式（水循環、回分・連続通水）を最適化することにより、上記のグループ①
～④の化学物質について適用可能であることが判明した。

（1）成果の概要-2
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５．研究成果

＜行政等が既に活用した成果＞
環境省の令和２年度及び３年度災害事故時化学物質漏洩流出対応検討会にお

いて、検討委員として参画し、「化学物質管理指針の改正」や「自治体環境部
局における化学物質に係る災害・事故対応マニュアル策定の手引きの作成」に
あたり、本研究成果である「災害対応時の地方公共団体における既存のPRTR
情報の活用」の成果・知見を活用した。

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞
本研究で構築する化学物質の所在と排出可能性に係る情報データベースは、

災害・事故に備え、広く行政で活用されることが期待できる。また、パッシブ
サンプラーやセミアクティブサンプラーは、運搬と設置が非常に容易で、低コ
ストであるため、自治体による災害・事故発生後の中⾧期の環境モニタリング
に大いに活用できる。さらに、今回開発するVCMシステムは、災害・事故発
生後に残留する化学物質汚染を、その復旧・復興を妨げることなく、かつ、経
済的・資源的に限られた制約条件下で確実に浄化・修復できることから、活用
が見込まれる。

（2）環境政策等への貢献
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５．研究成果

目標どおりの成果をあげた。

サブテーマ１では、公表されているPRTRデータから化学物質
の取扱量及び在庫量を推計する手法を確立でき、目標を達成でき
たと評価できる。なお、自治体内の関係機関間での情報共有体制
については、本研究成果の公表・周知により進展するものと考え
ている。

サブテーマ２では、災害後に環境中に残留する化学物質を中⾧
期的に効率的・低コストで網羅的にモニタリングする手法が開発
でき、目標を達成できたと評価できる。

サブテーマ３では、災害後に環境中に残留する化学物質の既存
浄化技術のデータベース化とVCMシステムによる環境修復技術
の開発でき、目標を達成できたと評価できる。

（3）研究目標の達成状況（全体）



16

５．研究成果

目標どおりの成果をあげた。
サブテーマ１では、公表されているPRTRデータから化学物質の取扱量及び在庫量を推計する手法を確立した（表１）。また、

全国の自治体の地域防災計画等を精査したところ、災害時における環境と消防防災の担当部局間での化学物質に関する情報共有に
ついての記載は大阪府を除いて皆無であった。情報共有体制をいかに構築すべきかの検討までには至らなかったが、本研究で得ら
れた手法で算出した推計取扱量・推計在庫量を環境部局で算出し提供する手法は有用であると考えられた。また、災害時あるいは
災害後に環境水中に残留する化学物質を中⾧期的に効率的・低コストでモニタリングする手法として、APSによる試料のサンプリ
ング手法を検討ところ、サンプラーを構成する樹脂及び吸着剤の組み合わせを変えることにより、疎水性から親水性を有する幅広
い化学物質のサンプリングに適用できることが判明した（図１）。

（3）研究目標の達成状況（サブテーマ１）

表１：取扱量・在庫量の推計値と届出値との比

推計値と届出値との比は１に近い値を示す

図１：APSの適用範囲

取扱量が多いほとんどのPRTR第１種指定化学物質に適用可能
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５．研究成果

目標どおりの成果をあげた。
サブテーマ２では、環境大気中に残留する化学物質を中⾧期的に効率的・低コストでモニタリングする手法として、セミアクティ

ブサンプラー（SAAS）による試料のサンプリング手法を実大気について検討したところ、ハイボリウムエアサンプラーによるサン
プリングと同様の結果（地域差）が得られることが判明した（図２）。また、災害時の火災や化学反応により生じる想定外の二次生
成物や不純物による新たな汚染も捕捉可能な網羅分析法として、多次元ガスクロマトグラフィ/高分解能飛行時間型質量分析法を検
討したところ、実際の火災現場の大気試料分析において、定性及び半定量分析手法としての有用性が確認された（図３）。

（3）研究目標の達成状況（サブテーマ２）

図２：SAASで採取した実大気試料の地域間での比較

図３：GCxGC/ToFMSでの火災現場大気試料の分析例

地域毎の化学物質組成の特徴が分った

有用性が確認された
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５．研究成果

目標どおりの成果をあげた。
サブテーマ３では、災害後に環境中に残留する化学物質（PRTR第１種指定化学物質）について、物性、分解性等に基づき５つ

のグループに分類した。さらに同グループごとに既存の物理的・化学的・生物学的な浄化技術を体系的に整理し、除去対象物質と
現場の制約条件に基づき、適用可能な候補技術を抽出するデータベースを構築した（図４）。また、災害時において想定される経
済的・エネルギー的・資源的（物的・人的資源）に不利な状況下においても多様な物性の残留化学物質に対応し得る除去対策技術
として、VCWシステムに着目し検討を行った。処理に用いる植物種、基材、運転方式（水循環、回分・連続通水）を最適化するこ
とにより、多様な物性の化学物質に対して適用可能であることを明らかにした（図５）。

（3）研究目標の達成状況（サブテーマ３）

図４：構築したデータベースによる候補技術の抽出例

除去技術選択を支援するデータベースを構築した

図５：VCMシステムによる残留化学物質の浄化例

多様な化学物質の除去に効果がある
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